
（様式①）

事　業　計　画　書　目　次

[経済局]  １款　３項　 １～３目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

15 公債費（本場） 343,198 0 289,056 0 54,142 0

16 公債費（南部） 95,535 0 45,283 0 50,252 0

計 438,733 0 334,339 0 104,394 0

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 343,198 280,098 63,100

課長 係長 運営
本資料は、公正・適正に作成しました。 原　弘岳 井上　祐子 萩田　理佐

280,098 63,100

事業スケジュール
上半期　１回支出
下半期　１回支出

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

公債費（元金・利子・公債諸費） 343,198

6,000

千円 実績 108 149
公債諸費

単位 目標 3,703 1,879 2,427 6,289 6,000 6,000

102,898

千円 実績 13,511 13,083
利子

単位 目標 15,204 13,959 13,404 23,797 52,487 77,038

348,682 367,256 1,125,121

千円 実績 144,888 261,792
元金

単位 目標 146,055 264,260 273,225 313,112

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 償還計画による。

事業概要 本場施設整備事業に伴い発行した市債の元金、利子及び手数料等に要する経費の支出

事業開始年度 昭和６年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

140,606 158,506 275,024

根拠法令・方針決裁等 地方自治法第230条（地方債）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

多額の財源を必要とする事業について、地方債の発行により資金調達することにより、当該事業の円滑な執行が確保できるとともに、
財政負担を後年度へ平準化する。

令和８年度
予
算

141,042 164,962 280,098 407,169 450,294 1,234,019
歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

800,000

0
増△減 54,142 0 0 27,340 26,802 0 0

令和４年度 289,056 138,869 150,187

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 343,198 166,209 176,989 0

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 使用料 繰越金 市債 一般会計繰入金

事業名称 公債費（本場） 政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

1
事業区分

歳出予算科目 中央卸売市場費 会計 1 3 1～3 枝番号 前年度事業名称 公債費（本場）

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 運営調整
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

拡充 事業評価書番号

前年度事業名称 公債費（南部市場）

令和　５年度　事業計画書

事業局課 経済 運営調整
新規拡充 □ 新規 □ 2

事業区分

歳出予算科目 中央卸売市場費 会計 1 3 1～3 枝番号

一般会計繰入金

事業名称 公債費（南部市場） 政策番号 99 政策指標 施策番号 99 施策指標

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債

令和５年度 95,535 95,535 0
補助事業 0
単独事業 0

0
0 0

令和４年度 45,283 45,283
増△減 50,252 0 0 0 50,252

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度

多額の財源を必要とする事業について、地方債の発行により資金調達することにより、当該事業の円滑な執行が確保できるとともに、
財政負担を後年度へ平準化する。

令和８年度
予
算

72,430 59,730 42,224 129,088 174,444 164,857
令和７年度

35,000 85,000 75,000

６年度 ７年度 ８年度

決
算

68,550 56,249 42,224

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等 償還計画による。

事業概要 横浜南部市場の施設整備において発行した市債の元金、利子及び手数料等の支払いに要する経費を支出する。

事業開始年度 昭和48年度

地方自治法第230条（地方債）

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

利子
単位 目標 12,757 8,529 8,090 7,789

千円 実績 9,286 8529.0

87,715
元金

単位 目標 46,939 33,672 37,167

7,296 6,706

121,766 167,712 158,737

千円 実績 46,939 33,671

6,094

公債諸費
単位 目標 34 23 26 26

千円 実績 24 23

31 26 26

事業スケジュール
上半期　１回支出
下半期　１回支出

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

公債費（南部市場） 95,535 45,283 50,252

本資料は、公正・適正に作成しました。 原　弘岳 足立　千明 柚木原　詩乃

細事業合計 95,535 45,283 50,252

課長 係長 運営
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